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１. はじめに 

米国において、先行技術情報を提供することによって、発行済特許を無効化する、あるいは、

プロセキューション時に出願クレーム発明が特許性を有しない旨の認定を受けるようにするた

めの措置を講ずることが可能です。 

 

発行済特許に対しては、特許付与後の無効化手続（たとえば、IPR（Inter partes review）等）

を行うことが可能です。特許付与後の無効化手続は、競合他社の特許を攻撃する上で非常に有効

な手段であり、しかも、訴訟の場合と比較すると、費用が遥かに安く済むと共に特許有効性の判

断基準（クレーム解釈や証拠の採用の基準等）が低いというメリットを有しています。 

 

一方、プロセキューション時には、特許付与後の無効化手続よりも簡易且つ低コストで行える

手続を利用することが可能です。すなわち、「第三者による特許発行前の情報提供」を行うこと

が可能です（MPEP 1134-1134.01参照）。しかしながら、この手続においては、後述するよう

に、公衆に通知されない所定期間内に手続を済ませる必要があり、そのタイミングをモニタし続

けることは容易なことではありません。第三者による情報提供の利用に関する統計は発表されて

いませんが、上記のような事情もあって利用者は多くないと言われています。 

 

 上記の事情に鑑み、USPTOは、Patent Application Alert Service (PAAS) を開始しました。

このサービスの開始により、第三者による情報提供の利用が促進されることが見込まれます。こ

のことについて、以下に説明します。 
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